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　4月24日に「くりえいてぃぶ」で「給付金を県の休業協力金拡充の原資として寄付すること」を提案したところ、各方面から賛否両論の貴重なご意見をいただきました。
私たちの説明不足、それによる誤解もありますので、改めて説明します。
「なぜ組合が寄付を呼び掛けるのか」
私たちは基本的に、政府が休業要請と一体で休業補償を行うべきであると考えています。休業補償がなければ、個人事業主や中小零細企業、そこで働く労働者は、生活の糧を失うからです。
しかし現時点で政府は、休業補償を行わないとしています。今後も政府に休業補償を求めていくにしても、その間にも支援を必要としている休業者等は困難の度を増していきます。私たちは「国の責任、国が悪い」と言っているだけでいいのでしょうか。
労働組合は元来「労働者の助け合いの組織」です。通常は組合員間のみの助け合いですが、今は社会全体で働く者同士の助け合いが必要であると考えます。
公務員、民間労働者にかかわらず、働く仲間同士の平らな連帯として、労働組合として寄付を提案したものです。
これまでも、大規模災害発生時に、政府の迅速な被災者支援を求める一方で、労働組合として被災者支援カンパに取り組んできたことと同様の視点からの提案です。
　また、支援は休業者等のためだけにはとどまりません。

　先日報道番組で、学校でパンを販売していたパン屋さんが、長期休校で売り上げが全くなくなったため廃業する」というニュースがありました。

　授業が再開しても、このパン屋さんがパンを販売していた学校の児童：生徒は、昼食の手段を失います。

　同様に、社会全体で廃業や失業等が広がれば、コロナが終息しても社会生活は成り立たなくなります。
「給付金をどうするかは、各自の自由ではないのか」
まさしく「各自の自由」です。私たちの立場は、「給付金を受ける、受けない」「受給した給付金を寄付する、寄付しない」「寄付するとしてもどこに寄付するか」「いくら寄付するのか」、全て一人一人が個人として判断すべきということです。当然、私たちは強制するつもりは全くありません。
「広島県知事と同じでは」というご意見もありましたが、私たちは「全く異なるもの」と考えています。
職員にとって知事は雇用主であり、人事権を掌握している存在です。その知事の発言は、事実上の強制力を伴います。さらに、広島県知事の発言は「（職員の給付金を含めて）聖域なく検討する」とし、あたかも職員が受給する給付金を「自分が自由にできるもの」として考えているような発言でした。
また、「公務員は給付金を辞退すべき」という主張もあります。
私たち公務員は、新型コロナウイルス感染症対策の最前線で、あるいは後方支援として、日々最大限の力を発揮しており、辞退を強いられるいわれはありません。
私たちの提案は、当然のこととして給付金を受給したうえで、働く者の立場で、働く者同士の連帯として、「給付金をどうするか」の選択肢の一つとしての提案であり、このような主張とは根本的に異なります。

「同調圧力が働くのではないのか」
私たちは、寄付金を組合で集約しようとは考えていません。寄付しようと考えた個人が直接県に寄付する形式を想定しています。
また、ビラ等で呼びかけはしても、職場で直接個々に働きかけることや、まして組合が寄付者を把握するようなことは全く考えていません。

「なぜ県への寄付なのか」
「給付金は、一人一人が自分の意志で近所の店で買い物に使ったり、子ども食堂に寄付したりすればいいのではないか。なぜ県への寄付なのか。」というご意見もいただきました。
活用方法を決めている方に「県への寄付」に変更するよう呼びかけるものではありません。
「給付金を休業者等の支援に活用してもらいたいが、どうすればいいか」という声があります。その選択肢の一つとして県への寄付を提案しています。
一刻を争う状況でなければ、労働団体が主体となってカンパを呼びかけ、基金を作り、支援する方法もあります。
ただ現時点ではそのような余裕はないと思います。
県はすでに独自に協力金の給付を決定しましたが、支援額としては不十分です。また、現時点では休業している事業主を対象としており、そこで働く方には間接的な支援でしかありません。
しかし、原資が充実すれば、より早く、より厚く、より広範な支援が行えるはずです。仕組みを整備した県の協力金の原資とすることが、より合理的ではないかと考えます。
また、私たちは、集まった寄付は、県の一般的な事業費に使うのではなく、休業者等の支援にのみ活用するよう基金等の創設を提案しています。
もちろん、県の協力金以外に、より早く、より広範に支援が届く方法があれば、当然それも選択肢の一つになります。
　私たちは、政府が休業補償を行わない中、働く仲間の職場や生活が守られるよう、一人一人の判断を前提として、働く者の連帯としての寄付、より合理的な活用方法として県への寄付を提案しました。これが私たちの真意です。
しかし、私たちの説明不足により誤解が生じ、組合員の皆さんをはじめ関係各機関にご迷惑をおかけしてしまったことを率直に反省します。
いただいたご意見を真摯に受け止め、みんなで支援の輪を拡げていけるよう、引き続き執行部で議論していきます。
コロナ休業者等への支援のための自治労県職労の提案について説明します











